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論文内容の要旨
審査対象論文「日本型教育システムの誕生」は、戦後日本の教育制度の成立過程を分析し、それが最近
まで継続した教育基本法を頂点とする戦後日本型教育システムの誕生に帰着した理由を解明しようとした
日本政治史の論文である。
申請者は、本テーマをめぐる先行研究が、戦後教育改革を国内で主導した知識人グループの役割を軸に
とらえる研究と、保革対立の政治過程に沿って考察する研究に二分されていることに注目し、この二つの
見解を架橋しながら改革過程を統一的、合理的に理解しようとする。こうした研究の目的を達成するため、
申請者は政治学における「アイデア・アプローチ」の手法を用いて戦後教育改革の過程を分析しようとし
ているO すなわち、教育とはなんらかの理念に基づいて被教育者を方向づける社会行為であり制度である
が、こうした理念の重要性を考えれば教育制度の形成過程についても、理念・アイデアを独立変数として
制度の形成を説明する方法をとることが有効であるというのである。
しかしいうまでもなく戦後教育改革は、占領軍の改革政策と国内の改革リーダーや政治・行政エリート
の教育改革に関する考え方がぶつかり交錯するなかで行われた改革であった。また双方のなかにも複数の
改革思想と改革アクターが存在し、それらがお互いにときに反掻しときに融合しながら改革を推し進めた
のであるO この過程はまず異なるアイデア・理念の重なりやせめぎあし、からスタートし、それぞれのアイ
デアに基づく制度デザインの競合を経て、現実の教育制度の形成に帰着するものと考えられる。
こうした仮説・分析枠組みのもとで申請者は、占領改革の実行者であったアメリカ占領当局のアイデア、
日本側における改革の主導者であった自由主義知識人のアイデアの関連と交錯を分析し、両者が同床異夢
的に共有した理念が、教育権であったことを明らかにする。教育権とは占領当局の改革家からみれば国民
の教育権であり、日本側の改革リーダーはそれを教師の教育権ととらえていたが、半面双方が教育権の保
障を民主主義教育の理念、と理解したことで改革についての一応の合意が成立した。日本側のアクターたち
の間では、知識人クゃループも教員組合も教師の教育権としての「教権」理念を共有しており、そのために、
改革の出発点では保革対立が強くあらわれなかったとされる。このように暖昧さやズレを内包しながらも、
アメリカ側の「教育権」と日本的な「教権」概念が重ね合わされ、こうした権利の保障を眼目とする教育
理念と、それを体現する法(教育基本法)の樹立への合意が成り立ったというのである。
こうして成り立った戦後教育理念は、その制度化の過程でなかに含まれていたズレが顕在化し、日米間
および日本国内のアクターの聞に車L際を生み出す。教育委員会法、教育公務員特例法、義務教育費国庫負
担制度などをめぐる対立がそうであり、こうした過程を経てやがて1950年代後半に、日本流の「教権」を
キ一概念とし、アメリカ民主主義的な要素を希薄化させた日本型教育システムが成立した。共有できる理
念の発見・定立によって制度化へのプロセスを切り拓きながら、理念を制度化する途上で理念の受け止め
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方の違いが顕在化し、制度化をめぐる過程が政治化され、そうした政治過程を通して制度が定着するとい
うわけである。以上が、本論文の論旨である。
論文審査の結果の要旨
本論文は400字詰め原稿用紙に直して900枚にも及ぶ膨大なものであり、「課程博士」論文としては大変
な労作である。論文の中では、戦後教育改革に関する占領軍・日本政府や国会の資料、改革に関与した知
識人達の戦前からの著作・論文などが広く渉猟・分析されており、基本的には歴史分析の作、法に適った論
文の書き方がされている。また、理論的な分析枠組みとされているアイデア・アプローチについてもアメ
リカ政治学の関連文献がよく検討されており、申請者の政治学に関する研究の蓄積を窺わせる。
戦後教育改革をめぐる従来の研究のなかにあった二つの見解の分裂に着眼し、これを説いて新たな歴史
像を提示してみようとした申請者のモチーフは野心的で、若い研究者としての意気込みを感じさせるもの
がある。
総じて、問題関心の大きさと鋭角さ、先行研究の適切な検討、歴史と理論にまたがる勉強の成果、論理
構成と実証手続きの的確さなど、申請者が本論文で示した能力は、一人前の研究者として研究を継続しう
るに充分なものであり、本学学位規定・法学研究科内規に照らして博士(法学)の学位を授与されるに値
するものと判断される。
半面、申請者が本論文を出発点にして、さらに研究を進めていく上で留意されるべき問題点、や課題もい
くつか散見される。
第1に、歴史研究と政治学の理論的研究の関連をどう考え、どんな研究スタイルをつくっていくのかが
申請者に問われざるを得ない。本論文で申請者は、アイデア・アプローチをツールとする理論的な分析を
駆使しながら教育改革の歴史的研究を試みた。テーマ・題材の性格上、この方法は成功を収めたかに見え
るが、アイデア・アプローチを用いずとも歴史分析の方法だけで同じ目的は達成できた可能性が高い。ア
イデア・アプローチを用いたことで論文の内容は膨らみ、興味深いストーリーになったが、政治学的方法
と歴史研究との関連について申請者は今後さらに方法的な反省を積み重ねる必要があろう。
第2，こ、本論文での歴史分析は占領が解除されて聞のない時期で終わっているO いいかえれば論文の主
題である「日本型教育システムの誕生」の時期にまで分析は及んでいないのである O これは、せっかくの
力作である本論文の、論文としての完成度が必ずしも高くないことを示しているというほかない。審査委
員会は、それでも本論文のスケールの大きさと申請者の熱心な研績を高く評価したのであるが、申請者は
一日も早く本論文を内容的に完成させる必要がある。
これらの点を指摘・期待したうえで、本論文をもって申請者に博士(法学)の学位を授与することを適
当としたい。
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